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南山法学 41 巻 3・4 号（2018 年）

　

　論　　　説

公務員の政治的行為をめぐる 

司法消極主義と積極主義 （8・完）

中　谷　　実

I　は じ め に

II　消極主義のアプローチ

《消極主義 I》

《消極主義 II》

《消極主義 III》

　　（1）　「やむを得ない制限・委任は合憲/有罪」アプローチ

　　（2）　「合理的根拠あり・委任は合憲/有罪」アプローチ

　　（3）　「必要最少限度の制約・比較衡量・委任は合憲/有罪」アプローチ

　　（4）　「必要最少限度の制約（制限が著しく不合理でない）・委任は合憲/有罪」 

アプローチ

 （以上，南山大学紀要『アカデミア』社会科学編第 10 号〔2016〕）　　

　　（5）　「合理的で必要やむをえない限度にとどまる制約（合理的関連性あり）・ 

委任は合憲/有罪，処分適法」アプローチ

（以上，南山法学第 39 巻第 3・4号〔2016〕）　　

　　（6）　「必要最少限度の制約・合憲限定解釈（範囲確定型）・委任は合憲/処分 

適法」アプローチ

　　（7）　「公共の利益保護のための必要やむをえない措置・委任は合憲/有罪」ア 

プローチ

 （以上，南山大学紀要『アカデミア』社会科学編第 11 号〔2016〕）　　

　　（8）　「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（総合判断型）・構成要件 

該当/有罪」アプローチ

III　積極主義のアプローチ

《積極主義 I》

　 αタイプ

　　（1）　「必要最小限度の制約・LRA・適用違憲/無罪」アプローチ
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　　（2）　「必要最少限度の制約・LRA・合憲限定解釈（ピンポイント型）/無罪」ア 

プローチ

　　（3）　「必要最小限度の制約・LRA・合憲限定解釈（範囲確定型）/処分違法（違 

憲）」アプローチ

 （以上，南山大学紀要『アカデミア』社会科学編第 12 号〔2017〕）　　

　　（4）　「合憲限定解釈（範囲確定型）・構成要件該当・実質的違法性を欠く/無 

罪」アプローチ

　　（5）　「適用には合理的な制約・適用違憲（可罰的違法性なし）/無罪」アプロー 

チ

　　（6）　「必要最小限度の制約・適用違憲/無罪，処分違法」アプローチ

　　（7）　「合理的最小限度の制約・合憲限定解釈（ピンポイント型）・適用違憲/ 

処分違法」アプローチ

　　（8）　「（真にやむをえない場合，真にやむをえない最小限度の制約）・合憲限 

定解釈（現実の侵害ないし侵害の具体的危険性なし）/無罪」アプローチ

　　（9）　「合理的で必要やむをえない限度の制約・公務員の国との権利義務関係 

と刑罰関係は次元が異なる・合憲限定解釈（身分に基づく行為の抽象的危 

険性なし）・構成要件非該当/無罪」アプローチ

　　（10）　「必要やむを得ない限度の制約・合理的関連性あり（修正型）・合憲限定 

解釈（ある程度の危険なし）・適用違憲/無罪」アプローチ 

　　（11）　「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（総合判断型）・構成要件 

非該当/無罪」アプローチ

　　（12）　「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（勤務外）・構成要件非該 

当/無罪」アプローチ

　 βタイプ

《積極主義 II》 　　（以上，南山法学第 40 巻第 3・4号〔2017〕）　　

《積極主義 III》

　　（1）　「真にやむをえない場合，真にやむをえない最小限の制限・公務員の権 

利義務関係と刑罰関係は次元が異なる・委任は違憲/無罪」アプローチ

IV　お わりに

　　 （1）　多様なアプローチ

　　 （2）　多数意見のアプローチ

　　 （3）　補足意見のアプローチ （以上，南山法学第 41 巻第 2号〔2018〕）　　

　　 （4）　反対意見のアプローチ

　　 （5）　下級審のアプローチ

　　 　 （A）　多数意見タイプ

　　 　 （B）　独自タイプ―消極主義 III

 （以上 , 南山大学紀要『アカデミア』社会科学編第 14 号〔2018〕）　　
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　　 　 （C）　独自タイプ―積極主義 I のアプローチ

　　 （6）　最 後 に

　　 　 （A）　集大成としての？ 24 年パラダイム

　　 　 （B）　合憲限定解釈か

　　 　 （C）　判例変更か

　　 　 （D）　利益衡量について 　　（以上，本号）　　

IV　お わりに

（5）　下級審のアプローチ〔承前〕

（C）　独自タイプ―積極主義Ⅰのアプローチ

これにも，いくつかのタイプがある。

第一は，適用違憲タイプ―《積 I》α（1）「必要最小限度の制約・LRA・

適用違憲/無罪」アプローチ（後掲ベクトル図 14 参照），《積 I》α（5）「適用に

は合理的な制約・適用違憲（可罰的違法性なし）/無罪」アプローチ（後掲ベ

クトル図 15 参照），《積 I》α（6）「必要最小限度の制約・適用違憲/無罪，処分

違法」アプローチ（後掲ベクトル図 16 参照）―である（これらのアプローチは，

全逓中郵判決に言及する）。第二は，合憲限定解釈タイプ―《積 I》α（2）「必

要最少限度の制約・LRA・合憲限定解釈（ピンポイント型）/無罪」アプ

ローチ（後掲ベクトル図 17 参照），《積 I》α（3）「必要最小限度の制約・LRA・

合憲限定解釈（範囲確定型）/処分違法（違憲）」アプローチ（後掲ベクトル図

18 参照），《積 I》α（4）「合憲限定解釈（範囲確定型）・構成要件該当・実質的

違法性を欠く/無罪」アプローチ（後掲ベクトル図 19 参照）―である（これら

のアプローチのうち， 《積 I》α（2）アプローチは，全逓中郵判決に言及するが， 《積 I》α

（3），《積 I》α（4）アプローチは言及しない）。第一の適用違憲タイプ，第二の合憲

限定解釈タイプとも，【B  40 年代下級審判決群】にあり，「表現の自由に由

来する政治活動の自由は重要な権利テーゼ」，「公務員多様性・規制不可テー

ゼ」等の点で共通する他，《積 I》α（3），《積 I》α（5）アプローチを除いて，

「全体の奉仕者・公務員の職務遂行
4 4 4 4 4 4 4 4

における政治的中立性・行政の継続性と
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安定性の確保テーゼ」において共通する。

第三は，適用違憲タイプとも合憲限定解釈タイプともいえる複合タイプで

あり，【E  24 年判決群】の一つである堀越事件の 2 審判決が用いた《積 I》α

（10）「必要やむを得ない限度の制約・合理的関連性あり（修正型）・合憲限

定解釈（ある程度の危険なし）・適用違憲/無罪」アプローチ（後掲ベクトル

図 20 参照）である（前掲第 2 図では適用違憲タイプとして表現している）。このアプ

ローチは，修正型ではあるが猿払 3基準を用いる点で猿払最高裁判決の影響

下にあると同時に，「表現の自由に由来する政治活動を行う国民の権利は重

要な権利テーゼ」，「公務員も一国民テーゼ」，「公務員多様性・規制不可テー

ゼ」等の点で【B  40 年代下級審判決群】中の《積 I》のアプローチの影響も受

けている。また，「全体の奉仕者・成績制を根幹とする公務員制度・中立的

な立場にたつ職務遂行
4 4 4 4

テーゼ」の「職務遂行」において，《消 III》（2）「合

理的根拠あり・委任は合憲/有罪」アプローチにも影響を受けており，さら

に，「成績制を根幹とする公務員制度」をいう点において，《積 III》（1）「真

にやむをえない場合，真にやむをえない最小限の制限・公務員の権利義務関

係と刑罰関係は次元が異なる・委任は違憲/無罪」アプローチにも影響を受

けている。

（6）　最 後 に

以上，種々のアプローチを検討してきた。筆者は，須藤裁判官の《積 I》

α（12）「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（勤務外）・構成要件

非該当/無罪」アプローチを妥当と考えるが，最後に，24 年判決，そして，

同判決における千葉補足意見について若干，補足しておきたい。

（A）　集大成としての？ 24 年パラダイム

24 年パラダイムは，それまでのアプローチから多くを受け継いでいる。

第一に，24 年パラダイムの「全体の奉仕者・行政の中立的運営の確保とこ
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れに対する国民の信頼は国民全体の重要な利益・その実現には公務員の職務
4 4 4 4 4 4

遂行
4 4

における政治的中立性が必要テーゼ」における「公務員の職務遂行」

は，【A  初期判決群】中の《消 III》（2）「合理的根拠あり・委任は合憲/有

罪」アプローチにおける「全体の奉仕者・【公務員の職務遂行】における政治

的中立性・行政の継続性と安定性の確保テーゼ」を起点とし，【B  40 年代

下級審判決群】中の《積 I》の諸アプローチ，【C  49 年猿払判決群】の猿払反

対意見，【D  50 年代中期判決群】中の《積 I》α（7）「合理的最小限度の制

約・合憲限定解釈（ピンポイント型）・適用違憲/処分違法」アプローチ（こ

こでは， 「公務員の公務の執行における政治的中立性」という表現が用いられている），

【E  24 年判決群】中における《積 I》α（10）「必要やむを得ない限度の制約・

合理的関連性あり（修正型）・合憲限定解釈 （ある程度の危険なし）・適用違

憲/無罪」 アプローチを通じて，24 年判決に伝えられている。第二に，24

年パラダイムにおける「全体の奉仕者・【行政の中立的運営の確保とこれに

対する国民の信頼は国民全体の重要な利益】・その実現には公務員の職務遂

行における政治的中立性が必要テーゼ」の傍点部分は，猿払パラダイムにお

ける「行政の中立的運営の確保とこれに対する国民の信頼
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

・公務員の政治的

中立性の維持は国民全体の重要な利益
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

テーゼ」の傍点部分を受け継いでい

る。第三に，24 年パラダイムにおける限定解釈の手法は―少なくとも限
4

定する
4 4 4

という点に関しては―【C  49 年猿払判決群】の《積 I》の合憲限定解

釈のアプローチを受け継いでいる。なお，積極主義のアプローチにおいて，

しばしば見られる「公務員多様性テーゼ」，「公務員も一国民，一市民テー

ゼ」は，《消 III》のアプローチにおいては，《消 III》（3）「必要最少限度の制

約・比較衡量・委任は合憲/有罪」アプローチに見られるのみである。

（B）　合憲限定解釈か

既に見たように，24 年判決の第一の理解は，① 猿払最高裁判決は法令全

体を広く合憲としたが，② 24 年判決は合憲限定解釈をしており，③ 結局， 

24 年判決は，猿払最高裁判決を実質的に判例変更した，と見る。これに対し， 
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第二の理解は，① 猿払最高裁判決は，当該事例に焦点を当てた判断であ

り，② 24 年判決は通常の法解釈であって合憲限定解釈でなく，③ 結局，

判例変更ではない，とする。第三の理解は，① 猿払最高裁判決において既

に合憲限定解釈がなされており，② 24 年判決も合憲限定解釈であって，

③ 結局， 猿払最高裁判決と 24 年判決の基本構造は同じ，と見る。

第二の理解の②において，千葉補足意見は，限定について，「憲法判断に

先立」 つ 「通常の法令解釈の手法」 であるといいつつ1），「憲法の趣旨を十分

に踏まえた上で」 の解釈であるともいう2）。これは，調査官解説によって

（前出（2）（C）（3）参照）憲法適合的解釈として，つまり，「本件罰則規定を解釈

する中で，最上位規範である憲法が表現の自由としての政治活動の自由を保

障していることを考慮していることからすると，法令の解釈において憲法を

含む法体系に最も適合的なものを選ぶ」として理解され，憲法とのリンクは

否定されていない。この憲法適合的解釈に対応するドイツでの憲法志向的解

釈においても，「解釈の余地のある法令について，憲法（特に基本権）の意

義を尊重して解釈・適用を行う手法」，「主に一般条項や不確定概念の解釈・

適用の際に憲法が援用される」（毛利・前出（2）注 7）参照）とされ，憲法とのリ

ンクは否定されていない。これらの理解においては，「憲法の趣旨を十分に

踏まえた上で」の「憲法の趣旨に沿った」「国家公務員法自体の条文の丁寧

な解釈」，もしくは，「憲法（特に基本権）の意義を尊重して解釈・適用を行

う手法」と，違憲判断の存在が明確といえるハードコア的合憲限定解釈と

は，質的な違いがあるように捉えられている。しかし，筆者は，ハードコア

的な合憲限定解釈から緩やかな合憲限定解釈までというように，合憲限定解

釈をスペクトラム状に捉えたほうが憲法的権利の有り様がより明確になると

考える。そうすると，24 年判決は，ハードコア的合憲限定解釈3）ではないと

しても合憲限定解釈の一つとして見てよいように思われる4）。

なお，第三の理解①は，猿払最高裁判決における 3 基準が対象にしたの

は，「『政治的行為』の全てでなく『公務員の政治的中立性を損うおそれのあ

る公務員の政治的行為』であ」り，この点で，既に合憲限定解釈がなされて
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いると見る。しかし，猿払最高裁判決のみならず，それ以前の諸判決も，24

年判決も，国公法・人事院規則が禁止する対象を，「公務員の政治的中立性

を損うおそれのある公務員の政治的行為」と捉えることを前提として出発し

ているように思われる5）。

（C）　判例変更か

第二の理解③は， 24 年判決が猿払最高裁判決を判例変更したものでない

とする。千葉補足意見は， 既に述べたように（前述（2）（C）（9）参照）， 猿払最高裁

判決の 「政治的行為に関する判示部分も， 飽くまでも当該事案を前提とする」 

という。ということは，猿払最高裁判決は，猿払事件という政治的偏向性の

強い行為が問題になった事案を射程とする国公法という法令の一部分
4 4 4

につい

ての理論6）ということになり，そして，その一部分
4 4 4

についての理論は，後に

構築されたより一般的な 24 年パラダイムの枠組みの中に包摂されることに

なる。このことを，前掲第 3 図の 1 中段に示したが，より明確にするために

後掲第 4 図に示す。外側の縦長の楕円は 24 年パラダイムにおける「限定解

釈された国公法・規制違反に刑罰を科す規定の合憲性」に関する部分を表

し，内側の横長の楕円は猿払パラダイムにおける「国公法・規則が政治的中

立性を損うおそれのある行為を禁止することの合憲性」に関する部分を示

す。猿払パラダイムにおける「7   公務員一律制限テーゼ」は，24 年パラダ

イムにおける「公務員一律制限（公務員の職務の遂行の政治的中立性を損な

うおそれが実質的に認められる政治的行為の場合）テーゼ」に該当する（図

には示されていない）。さらに，24 年パラダイムにおける総合的判断の諸要素

1～8 をもとに，世田谷事件，堀越事件，猿払事件の各事案における各要素

の位置づけを後掲第 5 図に表現した（該当箇所は★を付している）。

世田谷事件と堀越事件の事案の図は 2層構造になっており，外周の円は，

「公務員の職務の政治的中立性を損なうおそれのある政治的行為」領域（領

域 A と呼ぶ）を，内側の円で囲まれる部分は，「公務員の職務遂行の政治的中

立性を損なうおそれが実質的に認められる政治的行為」領域（領域 B と呼ぶ）
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を示す。外周の円と内側の円で囲まれた領域（領域 C と呼ぶ）は，「公務員の

職務の政治的中立性を損なうおそれのある政治的行為」ではあるが，「公務

員の職務遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められる政治的行

為」 ではない領域を示す。世田谷事件では， 要素 1， 2 は領域 B に位置づけら

れるが，要素 3～7は領域 C に位置づけられる（要素 8については言及がない）。

堀越事件では，要素 1～7 は領域 C に位置づけられる（要素 8 については言及が

ない）。猿払事件では，要素 1～5 は領域 C に位置づけられるが（千葉補足意見

は要素 5 に言及しない），要素 6～8 は最内層の円内（政治的偏向のより強い行為領

域）に位置づけられることになる7）。これらの検討から，猿払パラダイムと

24 年パラダイムは「まったく整合していない」とまではいえないように思

われるが，やはり第一の理解が自然なように思われる。

（D）　利益衡量について

24 年判決は，罰則の合憲性審査において，よど号乗っ取り事件新聞記事

抹消事件の用いた「利益較量」を用いた。千葉補足意見は，猿払最高裁判決

が緩い審査基準を用いているという批判8）を想定しつつ，「近年の最高裁大

法廷の判例においては，基本的人権を規制する規定等の合憲性を審査するに

当たっては，多くの場合，それを明示するかどうかは別にして，一定の利益

を確保しようとする目的のために制限が必要とされる程度と，制限される自

由の内容及び性質，これに加えられる具体的制限の態様及び程度等を具体的

に比較衡量するという『利益較量』の判断手法を採ってきており，その際の

判断指標として，事案に応じて一定の厳格な基準（明白かつ現在の危険の原

則，不明確ゆえに無効の原則，必要最小限度の原則，LRA の原則，目的・

手段における必要かつ合理性の原則など）ないしはその精神を併せ考慮した

ものがみられる」と述べる。この点の検討は9），同裁判官の司法哲学10）の検

討とともに今後の課題としたい。
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　 注 

（5）　下級審のアプローチ

（6）　最後に

 1）　千葉補足意見は，「多数意見の採る限定的な解釈は，司法の自己抑制の観点からで

はなく，憲法判断に先立ち
4 4 4 4 4 4 4 4

，国家の基本法である国家公務員法の解釈を， その文理

のみによることなく，国家公務員法の構造，理念及び本件罰則規定の趣旨・目的等

を総合考慮した上で行うという通常の法令解釈の手法
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

によるものである」（傍点―中

谷）という。

 2）　千葉補足意見は，「本件においては，司法部が基本法である国家公務員法の規定を

いわばオーバールールとして合憲限定解釈するよりも前に，まず対象となっている

本件罰則規定について，憲法の趣旨を十分に踏まえた上で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

立法府の真に意図してい

るところは何か，規制の目的はどこにあるか，公務員制度の体系的な理念，思想は

どのようなものか，憲法の趣旨に沿った
4 4 4 4 4 4 4 4 4

国家公務員の服務の在り方をどう考えるの

か等々を踏まえて，国家公務員法自体の条文の丁寧な解釈を試みるべきであり，そ

の作業をした上で，具体的な合憲性の有無等の審査
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

に進むべきものである」（傍点―

中谷）と述べる。

 3）　最大判昭和 59 年 12 月 12 日（札幌税関検査事件，民集 38 巻 12 号 1308 頁）は，

「表現の自由を規制する法律の規定について限定解釈をすることが許されるのは，そ

の解釈により，規制の対象となるものとそうでないものとが明確に区別され，か

つ，合憲的に規制し得るもののみが規制の対象となることが明らかにされる場合で

なければならず，また，一般国民の理解において，具体的場合に当該表現物が規制

の対象となるかどうかの判断を可能ならしめるような基準をその規定から読みとる

ことができるものでなければならない」という。

 4）　筆者は，24 年判決以前の合憲限定解釈のアプローチとして，《消 III》（6）「必要最

少限度の制約・合憲限定解釈（範囲確定型）・委任は合憲/処分適法」アプローチ，

《積 I》α（2）「必要最少限度の制約・LRA・合憲限定解釈（ピンポイント型）/無罪」

アプローチ，《積 I》α（3）「必要最小限度の制約・LRA・合憲限定解釈（範囲確定

型）/処分違法（違憲）」アプローチ，《積 I》α（4）「合憲限定解釈（範囲確定型）・構

成要件該当・実質的違法性を欠く/無罪」アプローチ，《積 I》α（7）「合理的最小限

度の制約・合憲限定解釈（ピンポイント型）・適用違憲/処分違法」アプローチ，

《積 I》α（8）「（真にやむをえない場合，真にやむをえない最小限度の制約）・合憲限

定解釈（現実の侵害ないし侵害の具体的危険性なし）/無罪」アプローチ，《積 I》α

（9）「合理的で必要やむをえない限度の制約・公務員の国との権利義務関係と刑罰関

係は次元が異なる・合憲限定解釈（身分に基づく行為の抽象的危険性なし）・構成要

件非該当/無罪」アプローチ，そして複合型の《積 I》α（10）「必要やむを得ない限

度の制約・合理的関連性あり（修正型）・合憲限定解釈（ある程度の危険なし）・適
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用違憲/無罪」 アプローチを検討した。これらのうち，《消 III》（6），《積 I》α（2），

《積 I》α（3），《積 I》α（4），《積 I》α（7）のアプローチにおける限定は，「合憲的に

規制し得るもの」とそうでないものとの区別が多少とも明確といえるが，《積 I》α

（8），《積 I》α（9），《積 I》α（10）のアプローチでは，その区別は，かなり漠然とし

ている。24 年判決の用いた《消 III》（8）「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定

解釈（総合判断型）・構成要件該当/有罪」 アプローチ，《積 I》α（11）「必要やむを

得ない限度の制約・合憲限定解釈（総合判断型）・構成要件非該当/無罪」アプロー

チも，「国公法 102 条 1 項にいう『政治的行為』とは，公務員の職務の遂行の政治的

中立性を損なうおそれが，観念的なものにとどまらず，現実的に起こり得るものと

して実質的に認められるもの」としつつ，具体的には諸点の総合判断とされ，ハー

ドコア的な合憲限定解釈とはいえない。この点，須藤反対意見・意見の《積 I》α

（12）「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（勤務外）・構成要件非該当/無

罪」アプローチは，最大判昭和 59 年 12 月 12 日（前出注 3）参照）を援用し，次の

ように述べ，合憲限定解釈であることを示唆する。国公法「102 条 1 項の政治的行

為」についての自ら「の解釈は，憲法の趣旨の下での本件罰則規定の趣旨，目的に基

づく厳格な構成要件解釈にほかならない。したがって，この解釈は，通常行われて

いる法解釈にすぎないものではあるが，他面では，一つの限定的解釈といえなくも

ない」，「第一に，公務員の政治的行為の自由の刑罰の制裁による規制は，公務員の

重要な基本的人権の大なる制約である以上，それは職務の遂行の政治的中立性を損

なうおそれが実質的に認められるものを指すと解するのは当然であり，したがっ

て，規制の対象となるものとそうでないものとを明確に区別できないわけではな

い」，「第二に，そのようにおそれが実質的に認められるか否かということは，公務

員の政治的行為からうかがわれる政治的傾向が職務の遂行に反映する機序あるいは

蓋然性について合理的に説明できる結び付きがあるか否かということを指すのであ

り，そのような判断は一般の国民からみてさほど困難なことではない上，勤務外の

政治的行為はそのような結び付きがないと解されるのであるから，規制の対象とな

るかどうかの判断を可能ならしめる相当に明確な指標の存在が認められ，したがっ

て，一般の国民にとって具体的な場合に規制の対象となるかどうかを判断する基準

を本件罰則規定から読み取ることができる」。

 5）　中村・前出 II《消 III》（5）注 47）参照。千葉補足意見の言及する最大決平成 10 年

12 月 1 日（寺西判事補事件，民集 52 巻 9 号 1761 頁）は，「国家公務員法 102 条及

び人事院規則 14-7 は，一般職の国家公務員が禁止される政治的行為について，同条

が自ら規定しているもののほかは，同規則 6項が具体的に列挙したものに限定され， 

政治的色彩が強いと思われる行為であっても，具体的列挙事項のいずれにも該当し

ないものは，同条の禁止する『政治的行為』には当たらないものとし，しかも，同

規則 6 項は，5 号から 7 号までに定めるものを除き，同規則 5 項の定義する『政治
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的目的』をもってする行為のみを『政治的行為』と規定している。これは，右禁止

規定の違反行為が懲戒事由となるほか刑罰の対象ともなり得るものである（同法 110

条 1 項 19 号） ことから，懲戒権者等のし意的な解釈運用を排するために，あえて限

定列挙方式が採られている」とし，規制自体が限定されていることを強調する。

 6）　千葉補足意見は，猿払事件について，「このような行為の性質・態様等について

は，勤務時間外に国の施設を利用せずに行われた行為が中心であるとはいえ，当該

公務員の所属組織による活動の一環として当該組織の機関決定に基づいて行われ，

当該地区において公務員が特定の政党の候補者の当選に向けて積極的に支援する行

為であることが外形上一般人にも容易に認識されるものであるから，当該公務員の

地位・権限や職務内容，勤務時間の内外を問うまでもなく，実質的にみて『公務員

の職務の遂行の中立性を損なうおそれがある行為』であると認められる」という。

 7）　千葉補足意見は，「このような事案の特殊性を前提にすれば，当該ポスター掲示等

の行為が本件罰則規定の禁止する政治的行為に該当することが明らかであるから，

上記のような『おそれ』の有無等を特に吟味するまでもなく（『おそれ』は当然認め

られるとして）政治的行為該当性を肯定したものとみることができる」という。

 8）　千葉補足意見は，「猿払事件大法廷判決は，本件罰則規定の合憲性の審査におい

て，公務員の職種・職務権限，勤務時間の内外，国の施設の利用の有無等を区別せ

ずその政治的行為を規制することについて，規制目的と手段との合理的関連性を認

めることができるなどとしてその合憲性を肯定できるとしている。この判示部分の

評価については，いわゆる表現の自由の優越的地位を前提とし，当該政治的行為に

よりいかなる弊害が生ずるかを利益較量するという『厳格な合憲性の審査基準』で

はなく，より緩やかな『合理的関連性の基準』によったものであると説くものもあ

る」という。

 9）　表現の自由の観点から，「国公法 2事件上告審判決は一小法廷の判決にすぎないの

であるから，最高裁が猿払基準を廃棄したと断定することはできないが，最高裁が

表現の自由領域において一般的に利益衡量論を用いることを明確にしたことは確か

である」，「表現の自由の制限の合憲性を利益衡量論で判断するならば，表現の自由

に対する十分な裁判的な保障を確保することは困難である。というのも，表現の自

由の価値，意義は目に見えない抽象的なものであるだけに，利益衡量にあたり裁判

官が目に見え実感できる規制利益を過大視してしまう危険性が高い。また，裁判官

が規制利益が大きいと考える場合には，表現の自由に対する，どうしても必要な範

囲に限定されていない広い規制が過小評価され許容されることにつながりやすい。

そこで，やはり表現の自由の価値や性質を踏まえた違憲審査の枠組み（違憲審査基

準）を裁判上確立することが必要である」という指摘がある（市川正人・法時 85 巻

5 号 70 頁〔2013〕）。

10）　千葉裁判官は退官後において， 「私の補足意見において，あえて，この人事院規則
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ベクトル図 14　《積Ⅰ》α（1）「必要最小限度の制約・LRA・適用違憲/無罪」

アプローチ　　　　　　　　　　　　　　

7 公務員多様
　性・規制不
　可

6 公務員多様
　性・規制可

13 刑事罰の法定
　 は必要最小限
　 の域を超える

9 必要最小
限度の制約
　　 LRA

10 非管理者であ
 　る現業公務員
 　でその職務内
　 容が機械的労
 　務の提供にと
　 どまるもの

11 勤務時間に国
 　の施設を利用
　 することなく

14 労働組合の行為

12 かつ職務を利
　 用し，若しく
　 はその公正を
　 害する意図な
 　しで

9 LRA

1 全逓中郵判決

3 表現の自由に
　由来する政治
　活動を行う国
　民の権利は重
　要な権利

5 必要最小
限度の制約

4 全体の奉仕者・
　公務員の職務遂
　行における政治
　的中立性・行政
　の継続性と安定
　性の確保

8 近代民主主義国
　家において公務
　員の政治活動禁
　止違反に刑事罰
　を科している国
　はない

2 公務員も一国
　民・一市民

15 適用違憲

等の解釈が合憲限定解釈ではなくあくまでも国家公務員の法規としての本来の法令

解釈にすぎないこととしたのは，通常の法令解釈としてそのような見方が十分に可

能であり，それが国家公務員法全体の理念や当該規定の趣旨に沿うからである」，

「このような違憲立法審査権の行使の前提として法令を解釈することは，合憲限定解

釈によって当該法令の一部を事実上違憲無効として処理する以上に，国会が制定し

た法令ないし法制度について，司法部がその公定解釈を示すことにより，その内容

を立法府の意図を踏まえ，あるいは憲法理念を踏まえ，可能な限り合理的なものと

して確定させるものでもある。したがって，あえていえば，このような法令解釈

は，違憲立法審査権の行使を回避するものではなく，むしろ違憲立法審査権を含む

司法部の立法権に対する権限行使のあり方の一つであり，立法に対する司法部の

チェック機能をいわば本来の権限として行うものではなかろうか」とされる（千葉

勝美『違憲審査』72–73 頁〔2017〕）。
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ベクトル図 15　《積Ⅰ》α（5）「適用には合理的な制約・適用違憲（可罰的

違法性なし）/無罪」アプローチ　　 　　

3 規則は，最高
　裁33年諸判決
　の趣旨に照ら
　し，実質的に
　違法違憲の点
　は認められな
　い

1 林野庁・営林
　署の性格は非
　権力的

2 全体の奉仕者・
　公務員の職務遂
　行における政治
　的中立性と安定
　性の確保

5 全逓中郵判決

4 表現の自由・
　政治活動を行
　う国民の権利
　は重要な権利

7 公務員多様性

6 国公法・規則は公
　務員の担当する職
　務内容の差異によ
　る合理的な区別を
　設けておらず，か
　つ職務の遂行との
　関連の有無にも触
　れていない

　8 国公法・規
則の適用について，
おのずから合理的
　　な制限

　8 国公法・規
則の適用について，
おのずから合理的
　　な制限

11 勤務時間外
　 に

12 国の施設等
 　利用するこ
　 となく

10 もっぱら機械的
　 労務の提供にと
 　どまる職員が職
 　務の遂行と認め
　 るに足りる外観
　 的状況もなく

13 刑事罰をもっての
　 ぞむのを相当とす
 　る程度の違法性は
　 見出し難い

9 職務の内容が
　政策決定や裁
　量権を伴う行
　為にたずさわ
　ることがなく
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ベクトル図 16　《積Ⅰ》α（6）「必要最小限度の制約・適用違憲/無罪，

処分違法」アプローチ　　　　　　　

8 国公法・規
　則の重要部
　分に瑕疵が
　存すると断
　言できない

3 全逓中郵判決

2 公務員も一国
　民，一市民

1 表現の自由・
　政治活動を行
　う国民の権利
　は重要な権利

 4 不利益
は必要最小
　 限度

 4 不利益
は必要最小
　 限度

5 全体の奉
　仕者・公
　務員の職
　務遂行に
　おける政
　治的中立
　性・行政
　の継続性
　と安定性
　の確保

6 公務員多様性・
　規制不可

7 国公法・規則は，憲法
　21条の保障する政治活
　動に対する制限として
　広範にすぎ，違反に対
　する制裁が必要最小限
　度を超えている

 9 被告人の行為に国
　 公法110条 1項19
　 号が適用される限
　 度において憲法21
　 条，31条に違反
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ベクトル図 17　《積Ⅰ》α（2）「必要最少限度の制約・LRA・合憲限定解釈

（ピンポイント型）/無罪」アプローチ 　

5 全逓中郵判決

6 表現の自由に
　由来する政治
　活動を行う国
　民の権利は重
　要な権利

7 公務員も一国
　民・一市民

4 積極的な司法
　哲学

1 全体の奉仕者・
　公務員の職務遂
　行における政治
　的中立性・行政
　の継続性と安定
　性の確保

8 表現の自由
　も無制限で
　はない

11 公務員多様
 　性・規制不
 　可

14 被告人は行政
　 的な裁量の余
　 地がなく機械
　 的労務を提供
　 するにすぎな
　 い非管理職の
　 現業公務員

10 公務員多様
　 性・規制可

15 勤務時間外にその
　 職務ないしは職務
　 上の施設を利用す
　 ることなく単に司
　 会行為に付随して
　 演説をしたにすぎ
　 ない

12 政治活動規制の法
　 目的に照らし，必
 　要最少限度の範囲
 　をこえている疑い

13 一般職の国家公務員全般に
 　わたり等しく懲戒処分に加
 　えて刑罰を科することが，
 　法目的達成のために必要不
 　可欠とはいえない

16 刑罰をもって臨むことは，
 　その行為と著しく均衡を失
 　するものであり，法目的達
 　成のための合理的で必要最
 　少限度の域をこえる

9 必要最少限

9 必要最少限

　　 3 政治活動を
　広汎に規制し，刑罰
　まで科すことには多
　　　 大の疑義　　2 現業公務員

17 国公法は，少なくとも，
 　被告人の本件のごとき行
 　為についてまで重い刑罰
 　を科している限りにおい
　 て，憲法第21条違反が明
　 白であり，無効
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ベクトル図 18　《積Ⅰ》α（3）「必要最小限度の制約・LRA・合憲限定解釈

　　  （範囲確定型）/処分違法（違憲）」アプローチ

6 LRA

5 議会制民主主義・
　法治主義のもとで
　の公務員の政治的
　中立性

2 公務員も一
　国民・一市
　民

3 全体の奉仕
　者論批判

9 合理的解釈

15 原告の行為は，国公法
　 違反，しかし，合憲的
　 に限定解釈すれば，本
　 件行為は各規定に該当
　 せず，懲戒処分は違憲
　 無効

1 表現の自由
　に由来する
　政治活動を
　行う国民の
　権利は重要
　な権利

8 LRA 違反

4 制限は必
要最小限度

　　       10 公務員が
　  政策の立案等に参画し，
　 公務員がその地位を利用
  　  する行為に限定

7 公務員多様性・
　制限不可（公務
　員の職務権限と
　職務執行との関
　連性）

11 原告は，国の政策の立
　 案……過程を左右した
　 りしうる地位にない

14 本件行為は，憲法21条
　 １項の保障する正当な
　 表現行為

13 原告の職務上の地位や
　 国の施設を利用して行
　 なわれたものでもなく

12 原告の行為は，勤務時
　 間外であるメーデー当
　 日に

6 LRA

　　       10 公務員が
　  政策の立案等に参画し，
　 公務員がその地位を利用
  　  する行為に限定
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公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（8・完）

ベクトル図 19　《積Ⅰ》α（4）「合憲限定解釈（範囲確定型）・構成要件

　　　  該当・実質的違法性を欠く/無罪」アプローチ

2 全体の奉仕者・公
　務員の職務遂行に
　おける政治的中立
　性・行政の継続性
　と安定性の確保

4 行為の態様とし
　て勤務時間に近
　接し，勤務庁施
　設内の行為であ
　り……

　3 非管理職の公務員の
勤務時間外，勤務庁施設外
の行為は，政治行為の禁止
　　　に違反しない

6 組合の日常活動と
　してとられていた
　朝ビラの配付

9 被告人らの所為は社会生
　活上行為の通常性を有す
　るものであって実質的違
　法性を欠き，刑罰をもっ
　て処断するに価する行為
　とは認められない

7 組合活動に随伴す
　る行為として違法
　性は低い

8 配付は組合の日常
　行動としての意識
　が主潮をなし，違
　法性の認識におい
　て軽度

1 公務員多様性・
　規制不可

5 被告人は裁量権の
　ない機械的職務に
　従事する非管理職

　3 非管理職の公務員の
勤務時間外，勤務庁施設外
の行為は，政治行為の禁止
　　　に違反しない
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ベクトル図 20　《積Ⅰ》α（10）「必要やむを得ない限度の制約・合理的関連性あり

　　　　　　　   （修正型）・合憲限定解釈（ある程度の危険なし）・適用違憲/無罪」

アプローチ　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 表現の自由・政
　治活動を行う国
　民の権利は重要
　な権利

3 全体の奉仕者・成
　績制を根幹とする
　公務員制度・中立
　的な職務遂行

9 公務員多様性・
　規制不可テーゼ

10 広範に過ぎる部
 　分は具体的な法
 　適用の場面で対
 　応

　　　4 公務員の政治的中立
　性を損なうおそれのある政治的
行為の禁止は，その範囲や方法が合
　理的で必要やむを得ない限度に
　　 　とどまる限り憲法が
　　　　　　　許容

11 過度の広範性
 　や不明確性を
　 大きくとらえ，
 　規制をすべて
　 違憲であると
 　するのは合理
　 的でない

6 国民の法意識の
　変化

13 本件各所為は……
　 職務と全く無関係
 　に，私人として，
　 他の公務員とも全
　 く無関係に個人的
　 に行われた

　 　11 行政の中立的
　運営……という保護法益
は……ある程度危険が認めら
　　れることを成立要件
　　　　 とすべき

　 　11 行政の中立的
　運営……という保護法益
は……ある程度危険が認めら
　　れることを成立要件
　　　　 とすべき

15 構成要件
　 非該当

14 行政の中立的運営
 　……という保護法
　 益が損なわれる抽
　 象的危険性の肯定
 　は常識的にみて
 　困難

8 累積的，波及的
　影響を基礎に据
　え，予防的規制
　であることを強
　調して合理的関
　連性があるとす
　るのは強引

7 規制目
　的は正
　当

5  猿払 3基準

5  猿払 3基準

12 寺西テーゼ

2 公務員も一国民
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公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（8・完）

第 4図　猿払パラダイムと 24 年パラダイム

罰則規定は必要
かつ合理的か

11 規制目的
　 は正当

13 禁止対象は
　 限られる

12 禁止されるのは，
　 民主主義社会に
　 おいて重要な意
 　義を有する表現
　 の自由としての
　 政治活動の自由

15 罰則規定は不
　 明確でも過度
　 に広汎な規制
　 でもない

14 制限は必要やむを得
 　ない限度にとどまり，
　 規制目的を達成する
 　ために必要かつ合理
　 的

17 罰則規定は21条
　 1項，15条，19条，
　 31条，41条，73条
　 6号に違反しない

16 懲戒処分等で
 　は対応しきれ
　 ない場合も

　　9 規制が必要と
される程度と，規制さ
れる自由の内容……等
　　　　を較量

7 公務員一律
　制限

 8 有機的統一体
 9 累積効果
10 予防

13 間接的・付
 　随的制約

10 全体の奉仕者・行政
　 の中立的運営の確保
 　とこれに対する国民
　 の信頼は国民全体の
 　重要な利益・その実
　 現には公務員の職務
　 遂行における政治的
　 中立性が必要

11 禁止目的と
　 合理的な関
 　連性

14 禁止は利益
　 の均衡を失
　 しない

15 規制は合理的
 　で必要やむを
　 えない限度12 多数の国民

 　の参加によ
 　る政治

4  猿払 3基準
5 公務員の政
　治的中立性

6 規制目的は
　正当

〈猿払パラダイム〉

｢国公法・規則が政治的中立性を損うおそれの
 ある行為を禁止することの合憲性」

〈24年パラダイム〉

｢限定解釈された国公法・規制違反に刑罰を
 科す規定の合憲性」
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第 5 図
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〔凡　例〕　総合的判断の要素

　1　当該公務員につき，指揮命令や指導監督等を通じて他の職員の職務の遂行に一定の影響

　 を及ぼし得る地位の有無

2　職務の内容や権限における裁量の有無

3　勤務時間の内外

4　国ないし職場の施設の利用の有無

5　公務員の地位の利用の有無

6　公務員により組織される団体の活動としての性格の有無

7　公務員による行為と直接認識され得る態様の有無

8　行政の中立的運営と直接相反する目的や内容の有無

 外周の円（領域Ａ）→公務員の職務の政治的中立性を損なうおそれのある政治的行為領域

 内側の円（領域Ｂ）→公務員の職務遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められ

 　　　　　　　　　　る政治的行為領域

 最内層の円（猿払事件のみ）→政治的偏向のより強い行為領域

〈お詫びと訂正〉

①　「公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（5）」南山法学 40 巻 3・4

号（2017）296 頁 20 行目―（11）「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈

（範囲不確定型）・総合判断・構成要件非該当/無罪」アプローチを，《積 I》α（11）

「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（総合判断型）・構成要件非該当/無

罪」アプローチに訂正

②　「公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（6）」南山法学 41 巻 2 号

（2018）211 頁 1 行目―ベクトル図 3―1《消 III》（8）「必要やむを得ない限度の制

約・合憲限定解釈（範囲不確定型）・総合判断・構成要件非該当/無罪」アプローチ

を，ベクトル図 3―1《消 III》（8）「必要やむを得ない限度の制約・合憲限定解釈（総

合判断型）・構成要件非該当/無罪」アプローチに訂正

③　「公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積極主義（7）」南山大学紀要「アカ

デミア」 社会科学編 （2018） 第 14 号 11 頁 「ベクトル図 10」の「3  政治的行為は……」 

を「3  規則に委任した政治的行為は……」に訂正


